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研究成果の概要（和文）：本研究は、「災害に強い地域社会の形成技術の開発」を最上位の目標

に掲げ、地域社会が自然災害からの被害軽減に対して効率的に機能するよう形成されるための

技術の一般化を図ることをもって我が国の防災科学に資することを目的としている。具体的に

は、災害文化を地域に再生させるためのコミュニケーション手法やコミュニティが希薄な地域

におけるコミュニケーション手法などの開発や実践から得られた知見を一般化し、その体系化

を図った。 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is the developing of technology to make 
communities safe and secure against natural disaster. We developed 1) the method of risk 
communication to rebuild the local disaster culture and 2) the tool for effected risk 
communication for various communities through the practice with residents. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 15,200,000 4,560,000 19,760,000 

２００８年度 12,100,000 3,630,000 15,730,000 

２００９年度 9,900,000 2,970,000 12,870,000 

年度  

年度  

総 計 37,200,000 11,160,000 48,360,000 

 
 
研究分野：工学 
科研費の分科・細目：土木工学・交通工学・国土計画 
キーワード：地域防災力、災害文化、防災教育、リスク・コミュニケーション、行動指南型ハ

ザードマップ、多文化共生、災害総合シナリオ・シミュレータ、災害情報 
 
１．研究開始当初の背景 

自然災害からの被害軽減については、従来
の防災施設整備のみならず、社会的対応の重
要性も広く認識されるようになり、いわゆる
ソフト対策と称される対策の効果が土木計
画学分野でも活発に議論されるようになっ

てきた。特に近年では、災害情報伝達や防災
教育といった避難を中心とした住民の対応
について、行動科学的な検討を行う研究の必
要性が指摘されるようになり、災害社会学や
災害心理学といった社会科学分野と連携し
た研究が多く見られるようになってきた。し



かし、そのような研究は、いずれも学術とし
ての一般化には至っておらず、さらなる研究
の継続を通じてコミュニケーション技術と
して確立することが求められている。 

そこで本研究は、「災害に強い地域社会の
形成技術の開発」を最上位の目標に掲げ、地
域社会が自然災害からの被害軽減に対して
効率的に機能するよう形成されるための技
術を、様々な具体的課題から検討し、その一
般化を図ることをもって我が国の防災科学
に資することを目的としている。 

これらの課題に見出される共通的な特徴
は、住民個々人のレベルで見るなら、災害リ
スクに対する人の認知構造に素因を求める
ことができ、それが災害時の低調な避難や対
策の未実施といった形で具体化する。したが
って本研究では、災害心理学や認知心理学の
知見を十分にふまえたリスク・コミュニケー
ションを学術的な背景として、効果的な防災
教育によって、住民行動を適切に誘導するた
めの具体的な技術を提示することが研究成
果の一つとなる。 

また、そうした個人の集合で形成される地
域社会のレベルでは、家族間（含む世代間）、
住民間、住民と行政といった主体間の関係に
おいて、実際の防災上の課題が生じることに
なる。いわゆる自助、共助、公助の概念で捉
えられる諸課題は、まさにこの主体間の関係
に生じる課題であり、そこには、例えば、自
主防災組織の問題や緊急避難に関わる災害
情報の問題など、主体間のコミュニケーショ
ンに関わる研究課題が極めて多岐にわたっ
て存在する。したがって、本研究においては、
災害情報論や行動科学など、広くコミュニケ
ーション科学の知見を実際の課題解決に活
用する方法を検討することを通じて、災害に
強い社会の形成技術を確立する。 
 
２．研究の目的 
（１）長期的観点からの災害に強い地域社会

の形成技術 
①災害文化の再生のためのコミュニケーシ

ョン技術の開発 
災害に強い地域社会が恒久的に形成され

るためには、災害に強い地域社会の形成に向
けての様々な取り組みによる影響が、単一世
代にとどまるのではなく、次世代にまで自動
的に継承されてゆく社会システムの構築が
不可欠であると考えられる。本研究では、地
域で想定される災害リスクを生活の一部と
して捉え、それによる被害をやり過ごすため
の地域固有の知恵（災害文化）が、世代間で
継続的に伝承されていくため社会条件の支
援技術を検討する。その具体的内容としては、
過去の被災経験や災害知識等の世代間伝承
の実態把握、ならびに学校における防災教育
プログラムの開発・改良および実践を行う。 

②将来の災害発生を前提とした被災前復興
計画の提案 
本研究で目指す災害に強い地域社会にお

いては、将来の災害発生の可能性に関する共
通認識を前提として、それに的確に備える体
制が地域社会の全構成員の合意の基で整っ
ていることが重要であると考えている。この
ようなスタンスにたつならば、たとえば、津
波のような極めて周期性の強い災害リスク
に直面している地域では、将来における災害
発生はもはや確定現象であり、大規模津波発
生後において投入されるであろう復興事業
費などは、事前に投入することで人的被害の
軽減の観点からも大幅に効率化できると言
えよう。本研究ではこれを「被災前復興計画」
と称しているが、この計画内容は地域の社会
的合意によって検討されるべきであり、場合
によって自然災害リスクがある場所には住
まないという選択肢もあるであろうし、自然
災害リスクとの共存という選択肢もあろう。
本研究では、まず、将来の災害発生を前提と
し、それに今から備えるべく被災前復興計画
をリアリティをもって考えることができる
ためのリスク・コミュニケーション技術を開
発するとともに、そこでの課題を検討する。 
 
（２）災害に強い地域社会の基盤整備のため

の課題解決技術の開発 
①コミュニケーション希薄化社会における
リスク・コミュニケーション手法の開発 
災害に強い地域社会の形成のためには、少

なからず地域住民との具体的な対面でのコ
ミュニケーションの機会が不可欠となる。し
かしながら、大規模な都市部においては、人
口規模が大きい、人口流動性が高い、コミュ
ニティが希薄、などの特徴を有することから、
対面コミュニケーションの機会をもつこと
にはおのずと限界が生じる。そこで本研究で
は、対面コミュニケーションが難しいという
条件下においても一定の効果が期待される
よう、主に河川洪水をその先駆的事例対象と
して、行動指南的洪水ハザードマップの理念
と作成手法の提案および検証を行う。 
②ハード対策の機能に関する適切な住民理
解の醸成手法の開発 
ハード面での防災施設は、災害に強い地域

社会を形成する重要な要素の一つであると
同時に、災害の発生頻度や規模に直接的に影
響を及ぼす性質上、その効果と限界の双方に
対する正しい住民理解が重要である。しかし
ながら、住民の理解不足や誤解に基づき、近
年では種々の弊害が生じつつある。その顕著
な例として、ダム行政に対する世論の変化が
挙げられ、場合によって貴重な洪水調節手段
としてのダムという選択肢を失いつつある
状況をもたらしている。ハード面での防災対
策を放棄することは、すなわちそこで防がれ



ていたであろう自然災害リスクを受け入れ
ることを意味する。しかしながら、そこまで
のコンセンサスがダム行政と流域住民との
間で形成されているとは言い難い。本研究で
は、ダム行政と流域住民とにおけるコンフリ
クトを事例に、その解消のためのリスク・コ
ミュニケーション技術の開発を試みる。 
③多文化共生社会におけるリスク・コミュニ

ケーション技術 
地域社会において、言語や文化や思想の形

態が根本的に異なる住民との共生は、国際化
の進展とともに今日的課題である。特に、こ
と災害発生時を念頭におくならば、このよう
な多文化共生社会におけるコミュニケーシ
ョン技術の果たす役割はことのほか大きい。
本研究では、災害時のみならず、そのベース
となる平常時からの多文化共生のためのリ
スク・コミュニケーション技術の開発を行う。 
 
３．研究の方法 
（１）災害文化の再生のためのコミュニケー

ション技術の開発 
①アンケート調査によりまずは過去の被災

経験や災害知識等の世代間伝承の実態把
握を行う。その際に、自らの身の危険性に
ついては無関心でありがちな親世代に対
して、子供の危機意識低さや災害知識の不
足具合を提示することにより、「子供の安
全確保」という観点から、子供に対する災
害教育の必要性を認識させることの効果
もあわせて検証する。 

②上記の成果を踏まえ、地域の実情に応じた
社会システムの構築手法を検討および実
践を行う。 

 
（２）将来の災害発生を前提とした被災前復

興計画の提案 
①将来の災害発生の可能性に関する共通認

識の形成のためのコミュニケーション手
法を実践を通じて検討する。 

②申請者らが開発した災害シナリオ・シミュ
レータに合意形成、地域の対応策決定ツー
ルとしての機能を追加し、その導入効果を
検討する。 

 
（３）コミュニケーション希薄化社会におけ

るリスク・コミュニケーション手法の
開発 

①都市域を対象に、住民アンケート調査を行
い、コミュニケーション希薄化の現状把握
と課題整理を行う。 

②上記の結果を踏まえ、対面コミュニケーシ
ョンを前提とせずとも、災害やその対策に
関する住民理解向上と具体の行動喚起の
双方で一定の効果を発揮するようなハザ
ードマップ（行動指南型ハザードマップ）
の作成方針を検討し、その試作版を作成す

る。 
③試作した行動指南型洪水ハザードマップ
の公表効果を検証する。 

 
（４）ハード対策の機能に関する適切な住民
理解の醸成手法の開発 

①ダム行政と流域住民とにおけるコンフリ
クトを事例に、ダムの洪水調節機能に関す
る誤解と依存心に関する実態をアンケー
ト調査により把握する。 

②「ダム上流域での降雨→ダム操作→下流域
の氾濫状況」といった水の動きと同時に、
「→情報伝達→住民避難」といった人の動
きも含めた一連の流れをシミュレートす
るシステム開発し、住民の避難状況だけで
なくダムの洪水調節機能も同時に表現す
ることが可能なシステムを開発する。 

③上記において作成したシミュレーション
モデルを使用したワークショップや座談
会を通じて、流域住民とのダムの機能に関
する正しい理解促進を試みる。 

 
（５）多文化共生社会におけるリスク・コミ

ュニケーション技術 
①異なる国籍の住民が多く混在する地域を
対象に、防災上の課題だけでなく、日常的
課題もあわせて把握する。 

②上記の結果を踏まえ、災害に強い地域社会
の形成に向けた防災戦略の在り方につい
て検討を行う。検討に際しては、言語の問
題、文化の問題など、多岐にわたる視点か
ら検討を行う。 

③上記で検討された防災戦略シナリオに基
づいた種々の対策と住民行動を、災害総合
シナリオ・シミュレータ上にて再現し、そ
の効果検証と課題抽出を行う。 

 
４．研究成果 
（１）災害文化の再生のためのコミュニケー

ション技術の開発 
地域に災害文化を定着させるためのコミ

ュニケーション技術の開発を通じて、以下の
ような成果が得られた。なお、ここで得られ
た成果は、防災意識の向上や知識の習得だけ
でなく、具体的な対策を地域に提供した点に
おいて、学術的側面でだけでなく、防災の実
務的貢献度は高いものと考えられる。 
①過去の被災経験や災害知識等の世代間伝
承の実態把握 

津波常襲地域である岩手県釜石市を対象に
実施した児童とその保護者の津波に関する
知識と意識に関するアンケート調査の結果
より、親世代から子世代への津波に関する知
識の伝承経験が現象していること、そしてそ
れによって、子どもは津波避難に関する知識
が欠如しており、また世帯内での津波襲来時
に関する相談ができていないことが明らか



となった。 
②災害文化の世代間自動継承を可能とする

社会システムの構築に向けたリスク・コミ
ュニケーション手法の確立 
上記成果を踏まえ、「子どもの安全」をキ

ーワードとして、学校、保護者が連携した地
域の防災マップづくり手法を検討し、実践し
た。そして、その取り組みをさらに地域に拡
大し、「子ども避難の家」の設置を検討し、
岩手県釜石市で実践した。これは地域住民の
中で、いざというときに子どもの避難支援に
協力してもらえる世帯を募り、その役割を担
ってもらう仕組みである。今後は、この波及
とこの仕組みが地域にもたらす影響をモニ
タリングすることが求められる。 

 
（２）将来の災害発生を前提とした被災前復

興計画の提案 
まずは、地域住民に地域の災害リスク特性

と地域のとるべき対応を理解してもらうた
めのコミュニケーション手法を検討した。具
体的には、津波や洪水、土砂災害など様々な
災害を対象として実践してきた地域住民と
の災害リスク・コミュニケーションの実践成
果を踏まえ、一般住民に対して、居住地域の
災害リスク特性に応じた適切な対処行動の
実行を促すためには、住民の心情に同意する
こと、実行可能な具体的対策を提示すること
などの有効性を説いた。今後は、この手法を
活用し、地域のとるべき対応（被災前復興計
画）の実行を促すことが必要と考える。 
 
（３）コミュニケーション希薄化社会におけ

るリスク・コミュニケーション手法の
開発 

①現状把握とそれを踏まえた行動指南型ハ
ザードマップの開発および効果検証 
災害に強い地域社会の形成に向けて地域

住民とコミュニケーションをとることが困
難な都市部（名古屋市中村区）を対象に、洪
水発生時の具体的な避難行動を示したハザ
ードマップ（行動指南型ＨＭ）を試作し、そ
の公表効果を検証した。検証の結果、洪水発
生時に自宅待機可能な住民に対しては、従来
型のハザードマップよりも行動指南型ハザ
ードマップを閲覧した住民において危険行
動をとろうとする割合が低いことが明らか
となった。この結果より行動指南型ハザード
マップの公表が、洪水時の安全な避難行動の
促進に対して一定の効果があることが確認
された。また、その毛かをもとに、さらなる
改良版として、地域の災害リスクを伝える
“気づきマップ”といざというときの対処行
動に関する情報を伝える“逃げどきマップ”
を試作した。 
②リスク情報の理解特性を踏まえた情報提

供ツールの開発 

上記成果を踏まえ、一般住民に居住地域の
災害リスクと被災時の具体的な対処行動に
関する情報を提供するツールを、人のリスク
情報理解特性を踏まえてさらに開発した。具
体的には、災害総合シナリオ・シミュレータ
を利用者の個人属性まで反映することので
きるシステムに改良した。これによりシミュ
レータ利用者は地域で起こりうる災害現象
の全体像だけでなく、そのもとで各自が取り
得る最善策を知ることが可能となった。 
 

（３）ハード対策の機能に関する適切な住民
理解の醸成手法の開発 

ハード対策としてダムを事例に、ダム下流
域住民に対するアンケート調査結果から、住
民のダムの洪水調節機能に対する誤解の構
造を明らかにした。そして、そのような誤解
を解くための情報提供ツールとして、災害総
合シナリオ。シミュレータにダムの洪水調節
機能が表現可能な機能を追加した。 
 
（５）多文化共生社会におけるリスク・コミ

ュニケーション技術 
異なる国籍の住民が多く混在する英領西

インド諸島タークスアンドケイコスを対象
に、防災戦略として、災害発生危険時の情報
伝達方法と平常時の防災意識の啓発方法に
ついて検討した。まず情報伝達方法について
は、携帯電話を用いた多言語情報発信の有効
性についてシミュレーションにより確認し
た。防災意識の啓発方法については、子ども
を介した親への情報発信を目的に児童を対
象とした防災教育を実践し、課題の整理を行
った。これらの地域は、貧困や治安など日常
的課題が多くあるなかで、防災上の課題をど
のように位置づけ、その課題解決に向けて、
地域住民に対して、どのような情報やツール
を提供すべきかを検討することが求められ
た。これらの知見は、多文化共生社会だけで
なく、わが国においても、防災上の課題を軽
視する住民に対する防災教育や情報提供の
場へのアプローチ方法を検討する上でも有
効であると考えられる。 
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